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序     文 
 

スーダン共和国（以下、「スーダン」と記す）では、根寄生雑草ストライガはサブサハラ乾燥地

のソルガム、ミレット等の生産を阻害する最大の生物的要因とされ、国の食料安全保障、貧困問

題への影響が懸念されています。ストライガの生理生態はまだ科学的に解明されていない部分が

多く、現在まで効果的な防除方法が確立されていない状態です。このような状況の下、スーダン

におけるストライガ対策強化に資するため、スーダン科学技術大学のストライガ研究に係る能力

向上を目的とした技術協力の要請がされました。これを受けて、2010 年 3 月より｢地球規模課題対

応国際科学技術協力｣の枠組みによる協力が開始されました。 

今般、プロジェクトが協力期間の中間時点に至ったことから、プロジェクト開始から中間時点

までの実績を確認し、評価５項目の観点から日本側・スーダン側双方で評価を行い、必要に応じ

計画の修正を行うことを目的として、2012 年 9 月 20 日から 9 月 28 日にわたり、独立行政法人国

際協力機構農村開発部参事役 鍋屋史朗を団長とする中間レビュー調査団を現地に派遣しました。

同調査団は、スーダン側評価団員と合同評価チームを結成し、評価結果を合同評価レポートに取

りまとめるとともにスーダン側政府関係者とプロジェクトの今後の方向性について協議し、ミニ

ッツ（M/M）として署名を取り交わしました。 

本報告書は、同調査団による協議及び調査結果と、その後行われた実施協議の結果を取りまと

めたものであり、今後プロジェクトの実施にあたり広く活用されることを期待しております。 

終わりに、この調査の実施にあたり、ご協力とご支援を頂いたスーダン関係者並びにわが国関

係者に対し、厚く御礼を申し上げるとともに、当機構の業務に対して今後とも一層のご支援をお

願いする次第です。 

 

平成 25 年 2 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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中間レビュー調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：スーダン共和国 案件名：根寄生雑草克服によるスーダン乾燥地農業開発 

分野：生物資源 援助形態：地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム 

所轄部署：農村開発部 協力金額（評価時点）：約 3.5 億円 

 

協力期間 

2010 年 3 月～2015

年 2 月 

先方関係機関：スーダン科学技術大学、高等教育・科学研究省、

農業灌漑省、科学情報省、ガダーレフ州農業灌漑省、農業研究所

日本側協力機関：神戸大学、大阪府立大学、鳥取大学 

他の関連協力：特になし 

１－１ 協力の背景と概要 

根寄生雑草「ストライガ」は、スーダン共和国（以下、「スーダン」と記す）の主穀物である

ソルガム、ミレット等の生産を阻害する最大の生物的要因とされ、スーダンの食料安全保障、

貧困問題に深刻な影響を与えている。それは、スーダンの伝統的天水農業が農村部貧困層の小

規模農家を担い手としており、乾燥条件下、低投入により同じ土地で上記の穀物を連作せざる

を得ない状況がストライガの発生を助長するとされるためである。これによって、経営状況の

苦しい小農ほど生産が低下するという悪循環が形成されている。 

また、ストライガは、乾燥条件下で栽培されるイネ科植物を宿主とするため、サブサハラ・

アフリカの乾燥地域で共通の課題とされ、現在では陸稲栽培地域での発生も確認されており、

今後同地域での陸稲の普及に伴う被害の拡大が懸念される。 

スーダン科学技術大学（Sudan University of Science and Technology：SUST）は日本の神戸大学

との共同研究を 1994 年以来行ってきており、ストライガの生理生態学的特性の解明に大きく貢

献してきた。また、研究の過程を通じて、日本側研究者からは天然物化学、生化学、分子生物

学を応用した解析技術が提供されてきた。しかしながら、ストライガの生理生態はまだ科学的

に解明されていない部分が多く、効果的な防除方法確立のための研究能力の強化が求められ、

2008 年にスーダン政府はわが国に対して技術協力プロジェクトの協力を要請し、並行して神戸

大学より独立行政法人科学技術振興機構（JST）に対し研究申請が行われた。2010 年より地球規

模課題対応国際科学技術協力（SATREPS）の枠組みによる本プロジェクトが実施されている。

これまで、生物有機化学、作物生理学、植物生理学、文化人類学、農薬化学などの短期専門

家と業務調整の長期専門家を派遣し、SUST におけるストライガ対策に係る研究を支援し、ガダ

ーレフ州においては農民圃場学校（Farmers’ Field School：FFS）を組織し州内 6 カ村において実

施している。 

 

１－２ 協力内容 

（１）上位目標 

新たなストライガ対策の普及が進展する。 

 

（２）プロジェクト目標 

スーダン科学技術大学（SUST）のストライガ対策に関わる研究・開発・普及（RDE）能

力が向上する。 

 

 

 



 

ii 

（３）成果 

成果１：革新的なストライガ防除技術が開発される。 

成果２：農民のストライガ管理のための取り組みが改善される。 

 

（４）投入（評価時点） 

日本側： 

JICA 専門家派遣：延べ 2 名（長期）、36 名（短期） 

本邦研修員受入：計 3 名（集団研修）、その他プロジェクト関連活動受入：計 9 名 

機材供与：総額約 7,230 万円 

ローカルコスト負担：約 2,500 万円 

スーダン側： 

カウンターパート（C/P）配置：14 名（SUST 及び他機関、中間レビュー時）、多数（ガ

ダーレフ州） 

ローカルコスト負担：112 万 SDG（約 3,500 万円） 

光熱費及び人件費 

施設：事務所（専門家用）、ストライガ研究室、実験圃場（SUST）、展示圃場（ガダー

レフ州） 

２．評価調査団の概要 

調査者 団長／総括： 鍋屋 史朗 JICA 農村開発部 参事役 

副総括／防除技術 ：角田 幸司 JICA 農村開発部 参事役 

農業経済： 伊庭 治彦 神戸大学大学院農学研究科 准教授 

評価分析： 柏崎 佳人 A&M コンサルタント有限会社 

協力企画： 鈴木 順子 JICA 農村開発部 乾燥畑作地帯課 

科学技術計画／評価：国分 牧衛 東北大学大学院農学研究科教授（地球規模課題国

際科学技術協力 研究主幹） 

科学技術計画／評価：発 正浩 JST 地球規模課題国際協力室主任調査員（オブザ

ーバー） 

調査期間 2012 年 9 月 15 日～2012 年 9 月 27 日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（アウトプットの達成度） 

本プロジェクトでは、各成果の研究課題ごとに 3 つの達成目標を指標に定めている。以下の

表では各研究課題に定めた 3 つの指標をレベル１から３と記載した。なお、各研究課題は、3 つ

の指標（レベル）の１の完了後にレベル２の活動を開始するといった類いの活動ではなく、あ

る部分同時進行的に進むものであるため、進捗の度合いとしてパーセントを用いることとし、

プロジェクトによって申告された数値を以下に示す。 
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成果 
プロジェクト活動 

（研究課題） 

指標（進捗レベル） 

0 レベル１ レベル２ レベル３ 

１．スト

ライガ

研究 

１．自殺発芽誘導物質  60％ 80％ 
ポット試験：20％ 

供給方法：40％ 

２．ストライガ防除微生物  80％ 60％ 20％ 

３．選択的除草剤  60％ 80％ 20％ 

４．宿主養水分収奪機構  60％ 40％ 30％ 

５．適応性と抵抗性  80％ 40％ 20％ 

６．ストライガ耐性作物と新規輪

作体系 
 60％ 20％ 20％ 

２．調査

と FFS 

 100％    

７．フィールド調査  50％ 30％ 10％ 

８．FFS の実施  80％ 60％ 60％ 
 

（プロジェクト目標の達成度） 

プロジェクトではさまざまな成果を上げており、予定されている活動を実施することによっ

て、プロジェクト目標はプロジェクト終了時までに達成されるものと見込まれる。しかしなが

ら、スーダン側の予算状況は決して楽観できるものではなく、かつスーダン側の研究成果は国

際ジャーナルに投稿されているものが少ない。それゆえ、今後プロジェクトの終了に向け、ス

ーダン側日本側双方から更なる努力を期待したい。 

    

指標１「SUST にストライガ研究のための常設チームが設置される」：SUST のストライガ研究者

を 2 つのグループに分けた。そのひとつが Project Member であり、直接プロジェクト活動に

かかわることとし、そしてもう一方の Project Advisor は、間接的に活動を支援する役割を担う

と決められた。プロジェクトは、前者を中心に共同研究やトレーニングの機会をつくること

によって、能力の向上を図り研究に対する意欲を高めていく方針である。 

    

指標２「SUST内でストライガ研究のための中期的な予算計画が策定される」：ローカル・コン

ポーネントと呼ばれるスーダン側負担の予算が本プロジェクトに対して財務省から認めら

れ、これまでに総額で1,120,085 SDGが執行されている。この予算は、研究室の拡張工事、事

務及び分子生物学研究室スペースのための新しい研究棟の建設、そしてFFSの実施に充てられ

ている。 

    

指標３「SUST 研究者が国際的な場で研究成果発表を継続的に行うようになる」：プロジェクト

開始以来研究結果に関連して、計 18 本の論文が国際的科学雑誌に掲載されており、13 件の口

頭発表と 6 件のポスター発表が国際学会において行われている。しかしながら、それらのほ

とんどは一部の研究者から生み出された成果であるため、日本側の支援の下、SUST 内におい

て研究結果を国際的に発表するための適切なメカニズムの創設が期待されるところである。

 

３－２ 効果発現に貢献した要因 

C/P の中に積極的に研究を進めるメンバーを妨げるおそれのある積極性に欠ける C/P がいた。

そこで研究者をプロジェクト運営に携わる Project Member と、プロジェクトを支援する Project 

Advisor に分けた。また、日本人研究者が常駐していないガダーレフ州では、設置された展示圃

場での栽培学的調査が円滑に進むように、日本人研究者と農業研究所（Agriculture Research Co-
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 operation：ARC）ガダーレフ支所の研究者が共同研究体制を確立した。 

 

３－３ 問題点及び問題を惹起した要因 

プロジェクトの実施プロセスにおいて特に大きな阻害要因は認められなかった。 

 

３－４ 評価結果の要約 

（１）妥当性：本案件は農民のニーズと照らし合わせて妥当性が高いといえ、ターゲットグル

ープのニーズとも合致している。またスーダン及び日本の政策とも、食料の安全保障とい

う観点から整合性が高いといえる。 

 

（２）有効性：プロジェクト目標に係る指標の一部はまだ達成されていないが、プロジェクト

終了時までには達成されると考えられる。スーダンの経済状態が悪化していることから、

頭脳流出が起こりプロジェクト活動に影響を及ぼす可能性がある。 

 

（３）効率性：一部の活動で活動開始時期の遅れが生じたが、おおむね予定どおりに実施され

ている。PDM（プロジェクト・デザイン・マトリックス）に記載された活動はすべて実施

され、成果１及び２はプロジェクト終了までに達成される見込みである。 

 

（４）インパクト： 

１）上位目標の達成見込み 

ストライガ対策に係る革新的な技術の開発やその実用化は時間のかかるプロセスであ

り、プロジェクトの開始からはまだ十分な時間が経過していないため、上位目標の達成

見込みについて現時点で議論するには時期尚早と判断される。 

２）その他の技術的インパクト 

20 年来の謎であった、Striga gesnerioides の種子の発芽を誘導する物質（alectrol：ササ

ゲが産生）の構造を有機合成・生物活性試験・分析化学を用いて証明し、それらの真の

構造を明らかにした。 

 

（５）持続性： 

１）政策面 

食の安全保障がスーダン開発政策の重要課題であり、国民の主穀物のソルガム、ミレ

ットが毎年ストライガによる多大な被害を受けていることから、ストライガ対策に係る

研究は、スーダンの政策に十分に位置づけされている。 

２）組織面 

SUSTでは、意欲の高い研究者をプロジェクトのコアメンバーとして、更に前向きにプ

ロジェクトに取り組めるような体制を組んでいる。農民への普及現場に位置づけられる

ガダーレフ州のFFSと展示圃場では、それらの運営・管理体制が整備されており、組織運

営面での持続性は高いと考えられる。 

３）財政面 

SUSTは大学の予算を割り当てているのに加え、スーダン政府（財務・国家経済省）は

プロジェクトに活動予算を配賦している。また、プロジェクトによって整備された研究

環境を維持するために、高等教育・科学研究省（Ministry of Higher Education and Scientific 

Research：MHESR）にストライガ研究室を中核的研究拠点（Center of Excellence：COE）

に承認するよう働きかけを続けており、そのプロセスは既に最終ステージに到達してい

る。また、アフリカ開発銀行に対し、ストライガ防除研究の重要性と喫緊性を訴える形
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で支援要請を上げている。 

４）技術面 

現段階においては科学論文や学会発表など、SUSTの研究から派生するべき成果はまだ

限られている。それゆえ、特にプロジェクト目標に係る指標３について成果を上げるた

め、研究の実績をモニタリングするなど、ある種のメカニズムを導入することにより、

SUST研究者の実績を伸ばす必要がある。また、本プロジェクトで導入した供与機材の中

に十分に活用されていない機材がみられると同時に、故障時の対応は喫緊の課題である。

研究が更に活発になり、機材の利用頻度が高まるにつれて、故障の問題にどう対応して

研究を維持していくのか、プロジェクト終了後を見据えて早急に方針を決める必要があ

る。 

 

３－５ 結 論 

調査団の結論は以下のとおりである。 

    

（１）プロジェクトの開始に際してPDMが英文で作成されなかったため、活動の進捗状況をモ

ニタリングするための指標がプロジェクト関係者間で認識されていなかった。 

 

（２）プロジェクトで供与された機材の一部が有効に活用されておらず、また修理が必要な機

材もみられた。 

 

（３）プロジェクトは既に研究論文や学会での発表など多くの顕著な成果を上げてはいるが、

その多くは一部の研究者による業績であり、SUSTの若手研究者による研究成果はまだ国際

的に発表されていない。これは、ある一定レベルの研究を推進するためにはC/Pの能力がま

だ不十分であることを示している。 

 

（４）ガダーレフ州ではFFSの運営システムが確立され、2011年から実施されている。このFFS

はプロジェクトのストライガ対策の成果を農民へ普及する手段のひとつとして期待され

る。 

 

３－６ 提 言 

（１）マスター・プランの改訂 

今次中間レビューに際して作成した PDM を、今後の活動及びモニタリングに活用できる

よう、次回の JCC（合同調整委員会）において承認する。 

 

（２）研究用機材の活用及び維持管理 

機材の活用促進のために、C/P に対する更なるトレーニングの実施と、機材の維持・保守

管理のためのスーダン側の予算確保、供与機材の試薬の現地調達ルートを確立する。 

 

（３）成果１に係る能力の育成 

プロジェクト目標の達成、及びプロジェクトの持続性を確実にするためには、SUST の若

手研究者が研究結果を科学論文など形のある成果へと結び付けられるように日本人専門家

からのより一層の指導が期待される。 
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（４）成果２に係る活動の円滑な実施の推進 

ガダーレフ州の FFS 活動は既に開始され、2011 年の報告書もまとめられている。SUST

の研究活動と併せてガダーレフ州での活動をモニターし、進捗をプロジェクト関係者間で

共有するメカニズムを構築する。 
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第１章 調査の概要 
 

１－１ 調査の背景 

スーダン共和国（以下、「スーダン」と記す）の耕作可能面積は約 8,400 万 ha に及ぶが、このう

ち定期的に耕作されているのは 1,000～1,400 万 ha 程度であるとされる。スーダンの農業部門は、

伝統的天水農業（700 万 ha、全耕作面積の約 50％）、機械化天水農業（500 万 ha、同 35％）、灌漑

農業（195 万 ha、同 15％）の 3 つに分類される。主要作物は、ソルガム、ミレットなどの穀物、

コムギ、綿花、アラビアゴム等の輸出・工芸作物、ゴマ、落花生などの自給兼換金作物であり、

合計作付面積は 730 万 ha（全耕作面積の 50％以上）にのぼる。このうち、伝統的天水農業で生産

されるソルガム、ミレットの作付面積は 550 万 ha 以上（合計作付面積の 75％、伝統天水面積の

80％）と推計され、スーダンの食料生産の中心的位置づけにあるが、乾燥地に特有の年間降雨量

の年較差が大きいことにより生産は常に不安定な状況にある。 

根寄生雑草ストライガは、サブサハラ乾燥地のソルガム、ミレットの生産を阻害する最大の生

物的要因とされ、スーダンの食料安全保障、貧困問題に深刻な影響を与えている。それは、スー

ダンの伝統的天水農業が農村部貧困層の小規模農家を担い手としており、乾燥条件下、低投入に

より同じ土地で主穀物を連作せざるを得ない状況がストライガの発生を助長するとされるためで

ある。これによって、経営状況の苦しい小農ほど生産が低下するという悪循環が形成される。ま

た、ストライガは、乾燥条件下で栽培されるイネ科植物を宿主とするため、陸稲栽培地域での発

生も確認されており、今後サブサハラ地域での陸稲の導入・普及に伴う被害の拡大が懸念される。 

こうした状況の下、スーダン科学技術大学（Sudan University of Science and Technology：SUST）

は日本の神戸大学との共同研究を 1994 年以来行い、研究の過程を通じて、日本側研究者からは天

然物化学、生化学、分子生物学を応用した解析技術が提供されてきた。しかし、ストライガの生

理生態は未だ科学的に解明されていない部分が多く、効果的な防除方法を確立すべく、科学技術

協力プロジェクト（SATREPS）の枠組みによる共同研究を実施している。 

 

１－２ 調査の目的 

今回実施の中間レビュー調査では、本プロジェクトの目標達成度や成果等を分析するとともに、

プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性について確認し、同結果を中間レビュー報告書

として取りまとめたうえで、内容を合意することを目的とする。 

 

１－３ 調査団の構成 

＜日本側＞ 

（１）独立行政法人国際協力機構（JICA）団員 

担当分野 氏 名 所 属 

団長／総括 鍋屋 史朗 JICA 農村開発部 参事役 

副総括／防除技術 角田 幸司 JICA 農村開発部 参事役 

農業経済 伊庭 治彦 神戸大学大学院農学研究科 准教授 

評価分析 柏崎 佳人 A&M コンサルタント有限会社  

協力企画 鈴木 順子 JICA 農村開発部 乾燥畑作地帯課 
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（２）独立行政法人科学技術振興機構（JST）団員 

科学技術計画／評価 

 

国分 牧衛 

 

東北大学大学院農学研究科 教授 

（地球規模課題国際科学技術協力 研究主幹）

科学技術計画／評価 発  正浩 JST 地球規模課題国際協力室 主任調査員 

 

＜スーダン側＞ 

Dr. Yousif Mohamed Ahmed  Dean, College of Agricultural Studies, Sudan University of 

Science and Technology（SUST） 

Prof. Migdam E. Abdelgani Deputy Director, The National Center for Research, Ministry of 

Science and Technology  

 

１－４ 調査期間 

2012 年 9 月 15 日～2012 年 9 月 27 日（うち、官団員は 9 月 21 日～9 月 27 日） 

Day Date Evaluation JICA JST 

9/14 Fri Tokyo--> 

  

  

9/15 Sat --> Khartoum 

9/16 Sun 
Meeting and Interview @SUST, 

Meeting @JICA 

9/17 Mon AM- Interview（@SUST） 

9/18 Tue 
Khartoum -->Gedaref 

Field Survey 

9/19 Wed Field Survey 

9/20 Thu 
Field Survey 

Tokyo--> 
Gedaref --> Khartoum 

9/21 Fri Documentation -->Khartoum Tokyo --> 

9/22 Sat 
Formulation of draft M/M and 

-->Khartoum 
Draft Mid-term Review Report 

9/23 Sun 
Courtesy Call to concerning organizations（@SUST） 

Scientific Seminar（Presentation of the Project activities） 

9/24 Mon Khartoum -->Gedaref, Field Visit 

9/25 Tue FFS, Interview, Gedaref --> Khartoum 

9/26 Wed 
Discussion with Mid-term Review Members（Sudanese and 

Japanese） on draft M/M and draft Mid-term Review Report

Field Visit, Interview by 

JST @SUST 

9/27 Thu 

Signing M/M, Q&A @SUST 

Report to JICA Office 

Khartoum --> 
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１－５ 対象プロジェクトの概要 

（１）上位目標 

新たなストライガ対策の普及が進展する。 

 

（２）プロジェクト目標 

スーダン科学技術大学（SUST）のストライガ対策に関わる研究・開発・普及（RDE）能力

が向上する。 

 

（３）成果 

成果１：革新的なストライガ防除技術が開発される。 

成果２：農民のストライガ管理のための取り組みが改善される。 

 

（４）活動 

成果１：革新的なストライガ防除技術が開発される。 

課題１．新規自殺発芽誘導物質の開発 

課題２．ストライガ防除微生物の探索 

課題３．選択的除草剤の探索 

課題４．宿主養水分収奪機構の解析 

課題５．イネ・ソルガムの環境適応性とストライガ抵抗性の評価 

課題６．抵抗性／耐性作物の選抜と新規輪作体系の考案 

成果２：農民のストライガ管理のための取り組みが改善される。 

課題７．新技術受容性と生産者・消費者の嗜好の調査 

課題８．ストライガ対処法の共有に向けた農民学校の実施 

 

（５）投入（評価時点） 

日本側： 

JICA 専門家派遣：延べ 2 名（長期）、36 名（短期） 

本邦研修員受入：計 3 名（集団研修） 

その他プロジェクト関連活動受入：計 9 名 

機材供与：総額約 7,230 万円、ローカルコスト負担：約 2,500 万円 

スーダン側： 

カウンターパート（C/P）配置：14 名（SUST 及び他機関、中間レビュー時）、多数（ガダ

ーレフ州） 

ローカルコスト負担：ローカル・コンポーネント（112 万 SDG＝約 3,500 万円） 

光熱費及び人件費 

施設：事務所（専門家用）、ストライガ研究室、実験圃場（SUST）、展示圃場（ガダーレ

フ州） 

 

（６）プロジェクト期間 

2010 年 3 月 1 日～2015 年 2 月 28 日（5 年間） 
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（７）研究代表機関 

日本側：神戸大学 

スーダン側：スーダン科学技術大学 



 

－5－ 

第２章 評価の方法 
 

２－１ 評価設問と必要なデータ・評価指標 

中間レビューチームは、プロジェクト関連の書類を調査し、また、専門家から提出された進捗

状況／中間報告書を精査し、調査のポイントとデータ収集方法を一覧表にまとめた評価グリッド

を作成した。そのうえでスーダンを訪問し、スーダン側 C/P や関係者、プロジェクト専門家との

協議を行った。 

現地においては、スーダン側及び日本側の合同チームを構成し、評価は５項目の評価基準（妥

当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）に従った。 

JICA の技術協力プロジェクトでは、プロジェクト開始時に評価指標を含む PDM を作成し、モ

ニタリングに活用しているが、本プロジェクトでは SATREPS という新しい協力スキームの導入時

でもあったことから、日本側関係者向けに和文 PDM（プロジェクト・デザイン・マトリックス）

が作成されたが、英文 PDM によるスーダン側との合意を行っていない。このため、2011 年 12 月

の JCC において整理・組み換えされた活動計画に従った評価用 PDM（PDMe）（付属資料３）が作

成されていたことから、それを今回の中間レビューで活用した。 

 

〔プロジェクトの実績と実施プロセスの検証〕 

成果及びプロジェクト目標の達成度については、指標の目標値が充足されているかどうかを

その判断基準とした。投入や実施プロセスの状況については、プロジェクトチームから提出さ

れた資料や聞き取り調査結果に基づいて検証を行った。 

 

〔評価５項目〕 

評価５項目についての分析・評価に関しては、評価グリッドの調査小項目ごとに資料や質問

票からの関連情報をまとめ、それに基づいて評価を実施した。詳細については付属資料４「評

価グリッド」を参照されたい。 

① 妥当性 

スーダン国ストライガ対策関係者や裨益者のニーズとの整合性、スーダン農業分野開発政

策、等、関連政策との整合性、日本の対スーダン国開発援助方針との整合性、プロジェクト

アプローチの適切性 

② 有効性 

プロジェクト目標の達成度及び成果のプロジェクト目標達成への貢献度 

③ 効率性 

達成された成果からみた投入の質・量・タイミングの適切性、効率性を促進または阻害し

た要因 

④ インパクト 

上位目標達成の見通し、その他プロジェクト実施によりもたらされた正負の効果・影響 

⑤ 持続性 

開発政策との整合性、実施機関の運営能力・技術面における持続性 
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２－２ データ収集方法 

上記の調査項目に関する情報・データ収集は以下の方法により実施した（詳細については付属

資料４を参照のこと）。 

    

情報・データ収集方法 目 的 主な情報源 

文献調査 プロジェクトに関連する

政策、プロジェクトの実績

に関する資料 

運営指導調査報告書 

スーダン国開発計画、ストライガ対策戦略

対スーダン国別援助方針、課題別指針 

プロジェクト進捗状況報告書 

プロジェクトの投入・活動実績に関する資

料・報告書類 

インタビュー 

及び 

質問票 

プロジェクトの実績・進捗

状況及び実施プロセス、技

術 面 に 関 す る ヒ ア リ ン

グ・確認 

日本人専門家 

スーダン側 C/P 機関（ストライガ対策に係

る関係機関）の C/Ps 及び関係者 

成果の発現状況、妥当性、

有効性、効率性、インパク

ト、持続性に関する事項の

把握 

スーダン側 C/P 機関（ストライガ対策に係

る関係機関）の C/Ps 及び関係者 

 

２－３ 評価調査の制約・限界 

本プロジェクトでは、日本語版 PDM が作成され、指標も設定されていたが、数値を含むような

定量評価指標はなく、定性的に評価する指標がほとんどであり、指標は活動のような記載ぶりと

なっている。このため、指標の達成を評価する基準が曖昧であり、こうした点を踏まえ指標達成

の解釈には慎重を期し、合同中間レビューチームで検討を重ね、評価を実施した。 

一般的には、評価調査では報告書、質問票、インタビュー、などの申告ベースのデータに基づい

て評価を行い、成果品や記録等を調べて信憑性を確認するが、完全に裏付けられるものではない。

そういった意味からも、今後はなるべく指標を定量的に設定することが重要であろう。 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセスの検証 
 

３－１ 投入実績、成果の実績 

３－１－１ 日本側投入 

（１）日本人専門家／研究者の派遣 

2 名の長期専門家が業務調整として派遣されている。総 MM（Man Month；人月）は 31

である。また、①生物有機化学、②作物生理学、③データ管理植物生理学、④文化人類学、

⑤農薬科学、の 5 分野において延べ 36 名の短期専門家が派遣されている。プロジェクト開

始から 2012 年 8 月現在までほぼ予定どおりに派遣されている。総 MM は長期専門家で 31、

短期専門家で 35.17 である。専門家派遣実績詳細は付属資料１「ミニッツ」の Annex 2 を参

照のこと。 

 

（２）本邦研修 

中間レビュー時点で 3 名の C/P が 2010 年から 2012 年にかけて毎年 1 名ずつ日本におけ

る JICA 課題別研修（Integrated Pest Management）に参加している。加えて 9 名の C/P が淡

路島において開催された“SATREPS-JSPS AA Science Platform Program joint seminar on Striga 

spp., the food security scourge in Africa”に参加し、ほかに 4 名がトレーニングやデータ収集、

研究内容の打合せのために日本を訪れている。詳細は付属資料１「ミニッツ」の Annex 3

を参照のこと。 

 

（３）機材供与 

浸透圧計、光合成蒸散測定装置、クリーン・ベンチ、オートクレーブ、低温インキュベ

ーター、冷却小型遠心器、葉面積計、分光光度計、葉緑素計、クロロフィル蛍光測定装置、

ガス・クロマトグラフィー、液体クロマトグラフィー、サーマルサイクラー、超低温冷凍

庫、ポロメーターなどが SUST のストライガ研究室に、3 台の四輪駆動車をプロジェクト事

務所に、人工気象器、土壌水分計を実験圃場に、そして自動二輪車とトラクターをガダー

レフの農民圃場学校（Farmers’ Field School：FFS）及び展示圃場のために供与している。供

与された機材は総額で 903,000 USD（約 7,230 万円）である。詳細は付属資料１「ミニッツ」

の Annex 4 を参照のこと。 

 

（４）日本側負担現地活動費 

プロジェクト活動に必要な活動経費として、プロジェクト開始から 2012 年 8 月までの期

間において、総額 317,000 USD（約 2,540 万円）を日本側が支出した。年度ごとの金額は次

表のとおりである。 

年度 2009 2010 2011 2012（4～8 月） 総計 

SDG 10,467 292,530 411,843 79,567 794,416

USD 4,187 117,012 164,737 31,826 317,762

（交換レート：1 USD＝2.5 SDG） 
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３－１－２ スーダン側投入 

（１）C/P の配置 

現時点において SUST 及びハルトゥーム内の他関係機関には 14 名の C/P が配置されてい

る。またガダーレフの FFS 活動では 4 名の州政府役員がローカル・コミッティー委員とな

っており、6 名の普及員がファシリテーターに、そして 3 名の農業研究所（Agriculture 

Research Cooperation：ARC）技術者がデータ収集官として活動している。そのほかにも FFS

活動には他の州公務員、農業普及員、ARC スタッフなども参加している。詳細は付属資料

１「ミニッツ」の Annex 5 を参照のこと。 

 

（２）スーダン側の経費負担 

ローカル・コンポーネントと呼ばれるストライガ研究のための予算が財務・国家経済省

（Ministry of Finance and National Economy：MFNE）によって承認され、これまでに 112 万

SDG が拠出されている。2011 年には当初 30 万 SDG が予定されていたが、経済危機の影響

により実際に執行された額は 20 万 SDG であった。しかしながら 2012 年には予定された 37

万 7,000 SDG 全額が既に支出されている。加えて、光熱費や人件費はすべてスーダン政府

が負担している。 

 

（３）投入施設 

専門家執務室として SUST内に 1部屋が提供されている。加えてストライガ研究のために、

研究室及び実験圃場を、またガダーレフにおける展示圃場を普及活動のためにプロジェク

トが使用している。 

 

３－１－３ 成果の実績 

客観的に評価した数値ではなく、プロジェクトによって申告された数値ではあるが、成果指

標ごとの達成度を以下の表に示した。 

 

成果 
プロジェクト活動 

（研究課題） 

指標（進捗レベル） 

0 レベル１ レベル２ レベル３ 

１．スト

ライガ

研究 

１．自殺発芽誘導物質  60％ 80％ ポット試験：20％ 

供給方法：40％ 

２．ストライガ防除微生物  80％ 60％ 20％ 

３．選択的除草剤  60％ 80％ 20％ 

４．宿主養水分収奪機構  60％ 40％ 30％ 

５．適応性と抵抗性  80％ 40％ 20％ 

６．ストライガ耐性作物と新規

輪作体系 

 60％ 20％ 20％ 

２．調査

と FFS 

 100％    

７．フィールド調査  50％ 30％ 10％ 

８．FFS の実施  80％ 60％ 60％ 

 

指標は、それぞれの活動（課題）ごとにどのレベルまで活動が進んだのかを示す目的で１か 
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ら３のレベルを設定した。しかしながらそれらは、レベル１の完了後にレベル２の活動を開始

するといった類の活動ではなく、ある部分同時進行的に進むものであるため、進捗の度合いと

してパーセントを用いることとした。上の表に示したとおり、レベル１及びレベル２の達成度

はおおむねレベル３の達成度よりも高くなっており、中間レビュー時点での達成度としては満

足のいく数字であるといえる。各指標（レベル）における実際の進捗状況（成果）について以

下に説明する。 

 

成果１：革新的なストライガ防除技術が開発される。 

 

（１）課題１ 新規自殺発芽誘導物質の開発 

指標 1-1 構造改変により発芽刺激物質の化学的安定性を高める。（60％） 

発芽刺激物質ストライゴラクトンは ABC 環部分と D 環部に大別できる。構造活性相関

に関する知見を積み上げ、構造の最適化を進めてきた結果、ABC 環部分の構造の簡略化

には一定の成果を得た。 

 

指標 1-2 更なる化学修飾により発芽刺激活性を高める。（80％） 

天然由来ストライゴラクトンの構造の検証を進めており、世界に先駆けて sorgomol の

全合成を達成するとともに、20 年来の謎であった alectrol の構造を決定した。orobanchol

と solanacol の推定構造の誤りも改訂した。 

 

指標 1-3 対象発芽刺激物質の圃場での有効性が検証される。（ポット試験：20％、供給

法の確立：40％） 

これまでに開発した中から、独自にデザイン・合成したカーバメート化合物のひとつ

を自殺発芽誘導剤候補化合物としてポット試験を実施し、土壌中での有効性を確認した。

その成果を踏まえて更なるポット試験のための製剤化を行った。 

 

（２）課題２ ストライガ防除微生物の探索 

指標 2-1 ストライガの発芽を阻害または促進する可能性がある微生物を探索する。

（80％） 

萎凋したストライガ個体から 6 株の Fusarium 菌を単離した。これらの菌株がストライ

ガの発芽に及ぼす影響を順次評価しており、現在までに 3 株の評価が終了した。 

 

指標 2-2 有効な微生物を発見する。（60％） 

上記 3 株のうち 1 株の培養濾液がストライガの発芽を 70％以上抑制することを発見し

た。この培養濾液を濾過滅菌した場合、発芽抑制効果が大きく低下することも確認した。

また、アーバスキュラー菌根菌、窒素施肥、除草剤が、ストライガの感染を低下させる

ことを確認した。さらに、トリプトファンがストライガの吸器形成を抑制しつつストラ

イガの発芽には影響を与えないことを発見した。 



 

－10－ 

 

指標 2-3 当該微生物のストライガ防除剤としての有効性が圃場で検証される。（20％）

現在実施中のポット試験において、上記の菌株を荒く粉砕したトウモロコシ粒上で培

養したものをポットに混入し、ストライガ抑制効果とソルガムの生育への影響を調査し

ている。 

 

（３）課題３ 選択的除草剤の探索 

指標 3-1 特異的な代謝プロファイルが分かる。（60％） 

メタボローム解析に基づき、寄生雑草の発芽時に特徴的な炭素源として三糖（研究開

始時にはゲンチアノースと想定していた）、窒素源としてアラントインを見いだした。 

 

指標 3-2 当該代謝がストライガの生存に必須であることが分かる。（80％） 

これらの代謝を阻害することにより寄生雑草の発芽を抑制できることを確認した。こ

の三糖はこれまでに分析した 4 種の寄生雑草（ストライガ 2 種及びオロバンキ 2 種）の

乾燥種子すべてに含まれていることを確認した。この三糖の代謝にかかわると考えられ

るグルコシダーゼ様タンパク質を精製するとともに、遺伝子のクローニングに成功した。

データベースを検索した結果、この遺伝子はストライガ 1 種及びオロバンキ 1 種の発芽

種子で発現していることを確認した。 

 

指標 3-3 当該代謝を阻害する薬剤が発見される。（20％） 

発芽種子に特異的な三糖の代謝をノジリマイシンによって阻害することで発芽を阻害

できることを見いだした。 

 

（４）課題４ 宿主養水分収奪機構の解析 

指標 4-1 ストライガの水分生理特性が解明される。（60％） 

ストライガが宿主から養水分を収奪する機構として、宿主との気孔応答性の違いが大

きな要因と考えられる。ポット試験を行い、ソルガムよりもストライガの光化学系は光

エネルギーの利用効率が高いことを明らかにした。しかし、ストライガの呼吸速度は光

合成速度に比べて高く土壌乾燥による低下がほとんどなかったため、土壌が乾燥するほ

どストライガはソルガムの同化産物への依存を高めると考えられる結果を得た。また、

ソルガムに比べストライガでは、土壌乾燥により葉の相対含水率が大きく低下しても、

気孔開度、気孔コンダクタンス、及び蒸散速度の低下が小さいこと、さらに、土壌水分

条件にかかわらず葉のアブシジン酸濃度は約 8 倍も高いことを見いだした。 

 

指標 4-2 ストライガを抑制する水管理条件が解明される。（40％） 

予備試験として、ポットにストライガ種子を混入して 3 週間コンディショニングを行

う際に、土壌水分条件を変えた試験を現在行っている。コンディショニング終了後にソ

ルガムを播種して 1 カ月が経過した段階での状況は次のとおりである。コンディショニ

ング期間中に土壌表面が軽くヒビ割れる程度まで乾燥させた場合、1 ポット当たり 16 個

体のストライガが出現した。一方、土壌の湿潤状態を保った場合には、ストライガの出
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現時期が遅くなり、出現数も 1 ポット当たり 1 個体と少ないことが観察されている。引

き続き観察を続ける必要があるものの、栽培期間初期の土壌水分管理によっても、スト

ライガ被害の抑制できる可能性があると考えられる。  

指標 4-3 ストライガを制御できる作物の栽培条件が解明される。（30％） 

土壌乾燥条件だけでなく、低土壌栄養条件もストライガ被害を拡大することが知られ

ている。そこで、現在、特に、窒素とリン施肥量の差異がストライガ接種、及び非接種

圃場でのソルガムの生育に与える影響について調査中である。ガダーレフ州での展示圃

場でも栽培条件の検討を行っている。 

 

（５）課題５ イネ・ソルガムの環境適応性の検討とストライガ抵抗性の評価 

指標 5-1 イネ・ソルガムの遺伝子源を収集してストライガ抵抗性を評価する。（80％）

NERICA18 品種及びその親品種について、ライゾトロンでのストライガ抵抗性を評価

した結果、ストライガ寄生率については 3％以下から 60％以上までと大きな品種間差が

認められた。日本陸稲及び現地で奨励されているイネ 4 品種を加えて、ストライガ抵抗

性を更に詳細に検討した結果、寄生が成立したストライガの 66.7％が枯死するという興

味深い抵抗性を示すイネ品種を見いだした。 

 

指標 5-2 ストライガ抵抗性の系統を選抜する。（40％） 

ライゾトロンで高いストライガ抵抗性を示した 1 品種は、ポット試験でもストライガ

抵抗性が高いことを確認した。また、この品種に寄生したストライガは、ライゾトロン

上で観察された場合と同様に、地上部出現後に伸長せずに枯死する割合が高いことをポ

ット試験でも観察した。さらに、SUST 内にストライガ接種圃場を整備し、圃場でのスト

ライガ抵抗性評価が可能となった。 

 

指標 5-3 選抜した系統のうち環境適応性を有する系統を選抜する。（20％） 

ストライガが存在しない圃場において、現地環境条件に適応した播種時期、施肥量、

潅水方法を確認した。これにより、ストライガ抵抗性品種の環境適応性を評価する際の

栽培基準が確立された。 

 

（６）課題６ 抵抗性／耐性作物の選抜と新規輪作体系の考案 

指標 6-1 導入候補作物のインビトロでのストライガ抵抗性を評価する。（60％） 

ライゾトロン及びポットでさまざまなゴマ品種ソルガム品種の混植栽培を行い、ソル

ガムの根滲出物に応答して発芽したストライガの寄生成立を、あるゴマ品種が抑制する

現象を見いだした。 

 

指標 6-2 導入候補作物の圃場でのストライガ抵抗性を評価する。（20％） 

輸入したストライガ抵抗性トウモロコシ品種のスーダン現地圃場での評価を終了した。

ゴマの乾燥植物体、ゴマやソルガムの根滲出物、及びソルガムの子実収穫後残渣（根、

茎、葉）がストライガの発芽及び吸器形成に及ぼす影響を調査するため、試料を作成し
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サンドイッチ法による評価を進めている。 

 

指標 6-3 選抜された作物を組み合わせた新規輪作体系を考案する。（20％） 

ガダーレフ州の農家へのインタビュー及びアンケート調査を行い、輪作への意識、現

状の作付体系、問題点、作物種及び品種への嗜好性についての知見の蓄積を進めている。

これまでに、ゴマとソルガムの輪作や混作がガダーレフ州の農家が行っている主要なス

トライガ対処法と考えられた。 

 

成果２：農民のストライガ管理のための取り組みが改善される。 

 

指標：伝統的知識を収集し、当該知識を体系的に整理する。（100％） 

スーダンの天水農業地帯でストライガの被害に直面する代表的な地域であるガダーレ

フ州で、伝統的なストライガ対処法として手作業による除草、塩水の散布、深耕、休閑、

在来で発達したサルワラ農法などが採用されていることが確認された。 

 

（１）課題７ 新技術受容性と生産者・消費者の嗜好の調査 

指標 7-1 本事業で開発する防除技術の生産者の経済的・技術的な受容性を明らかにす

る。（50％） 

ガダーレフ州農家・行政従事者・農業普及員へインタビューを行い、現在栽培されて

いるソルガム品種の選択理由を明らかにした。また、農民学校と展示圃場を、農民が新

技術を習得し評価を行う場としても利用するため、運営基盤を確立した。 

 

指標 7-2 生産者・消費者の好むソルガム・コメ品種の経済性を含む特性を明らかにする。

（30％） 

生産者の志向性調査として、ガダーレフ州の小規模機械化天水農業を営む農民へのア

ンケートを実施した。ソルガムは 20 種以上が栽培されていることが明らかになった。降

水量、市場価格及び家畜飼料としての価値等、自然、経済及び社会的な要素にかんがみ

て、農民が品種を選択していることを確認した。 

 

指標 7-3 調査結果のうち有益な情報を現地語で提供する。（10％） 

作成に着手している。 

 

（２）課題８ ストライガ対処法の共有に向けた農民学校の実施 

指標 8-1 農民学校の運営・管理体制を強化する。（80％） 

必要機材の購入を終え、活動の成功の鍵となる運営・管理体制を構築した。運営・管

理体制強化のため、農民学校の運営を担うファシリテーターに任命されたガダーレフ州

農業・灌漑省（Gadaref State Ministry of Agriculture and Irrigation：GSMAI）普及局職員 6

名及び ARC 技術者 3 名に対し、研修（Training of Trainers）を行った。コース内容は、１．

FFS の方法論及び技術移転におけるその役割、２．耕作地の準備、３．作物管理（ソルガ
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ム）、４．雑草管理、５．集水技術、６．農地でのデータ収集、である。 

 

指標 8-2 農民学校におけるカリキュラムを決定し、教材を準備する。（60％） 

ガダーレフ州農家・行政従事者・農業普及員へインタビューを実施した。そのインタ

ビュー結果に基づき、FFS 開催地における気候区分に応じていくつかの異なるストライガ

対策法を組み合わせることにより、地域ごとに異なるカリキュラムを作成し、ローカル・

コミッティーによって承認された。教材については現在準備中である。以下の表はカジ

ャラ村 FFS における 2011 年のカリキュラムである。 

 

日 程 トピック 参加者数 

第１週（7 月 20 日） 

第２週（7 月 27 日） 

第３週（8 月 2 日） 

第４週（8 月 12 日） 

第５週（8 月 21 日） 

第６週（8 月 26 日） 

第７週（9 月 7 日） 

第８週（9 月 15 日） 

第９週（9 月 22 日） 

FFS の目的 

作物管理（技術） 

ストライガ対策法概論 

集水方法（実習） 

施肥法（実習） 

除草剤散布方法（実習） 

害虫と作物の病気（実習） 

処置と観察 

処置方法の相違点 

25 

17 

18 

18 

20 

24 

15 

14 

15 

 

指標 8-3 普及活動を実施する。（60％） 

2011 年には 6 カ村（Tirfa, Umsenaibra, Kajara, Gannan, Tawarird, Allam）において、2012

年には予算の制約によりそのうちの 3 カ村（Tirfa, Kajara, Allam）で FFS が実施された（場

所については付属資料６「FFS サイト」を参照）。それぞれの FFS は 25 名の参加者から

成り、降雨量の相違から内容の若干異なるパッケージを実施した。その内容は耕作地の

準備、集水技術、播種時期、ソルガムの品種、肥料及び除草剤の適用法などから成る。

実際に FFS はソルガムの栽培期間（7 ～ 11 月）の毎週金曜日に実施されている。 

 

３－２ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：スーダン科学技術大学（SUST）のストライガ対策に関わる研究・開発・普

及（RDE）能力が向上する。 

前項において説明したとおり、既にプロジェクトは研究・開発・普及に関連したさまざまな成

果を上げており、予定されている活動を実施することによって、プロジェクト目標はプロジェク

ト終了時までに達成されるものと見込まれる。しかしながら、現在におけるスーダン側の予算状

況は決して楽観できるものではなく、また、研究成果を国際ジャーナル等への投稿しているスー

ダン側研究者はごく一部にとどまる。それゆえ、今後プロジェクトの終了に向け、スーダン側日

本側双方から更なる努力を期待したい。 

指標に係る達成状況は以下のとおりである。 
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指標 1）SUST にストライガ研究のための常設チームが設置される。 

SUST のストライガ研究者を 2 つのグループに分けた。そのひとつが Project Member であり、直

接プロジェクト活動にかかわることとし、そしてもう一方の Project Advisor は、間接的に活動を支

援する役割を担うと決めた。プロジェクトは、前者を中心に共同研究やトレーニングの機会をつ

くることによって、能力の向上を図り研究に対する意欲を高めていく方針である。 

 

指標 2）SUST 内でストライガ研究のための中期的な予算計画が策定される。 

ローカル・コンポーネントと呼ばれる予算が本プロジェクトに対して MFNE から認められ、こ

れまでに総額で 1,120,085 SDG が執行されている。この予算は、研究室の拡張工事、事務及び分子

生物学研究スペースのための新しい研究棟の建設、そして FFS の実施に充てられている。 

 

指標 3）SUST 研究者が国際的な場で研究成果発表（国際学会での発表、主要ジャーナルへの寄

稿）を継続的に行うようになる。 

プロジェクト開始以来 18 本の国際的科学雑誌での論文掲載、13 件の口頭発表と 6 件のポスター

発表が国際学会において行われている（付属資料１「ミニッツ」の Annex 7）。しかしながら、そ

れらのほとんどは日本人専門家及び一部のスーダン研究者の成果であるため、SUST の若手研究者

による研究発表を国際的な場で行えるように日本専門家の更なる指導が必要とされる。 

 

３－３ 実施プロセスの検証 

３－３－１ 研究面 

直接的にプロジェクトの活動にかかわる研究者を Project Member、プロジェクトを間接的に支

援する関係者を Project Advisor として、2011 年 12 月の JCC で二分した。今後は Project Member

に集中して共同研究や研修の機会を提供し、実験技術及び英語等の向上を図りつつ、更にモチ

ベーションを高めていく。また、日本人専門家が常駐していないガダーレフ州では、設置され

た展示圃場での栽培学的調査が円滑に進むように、日本人研究者と ARC ガダーレフ支所の研究

者が共同研究体制を確立した。この体制により、予定されていた調査項目のほぼすべてが測定

され、信頼できる栽培学的データを蓄積できる見通しである。 

 

３－３－２ コミュニケーション及びプロジェクト運営面 

両国の研究代表者を中心として研究者間の意見交換が十分行われ、プロジェクト内の意思疎

通は良好である。例えば、長期に滞在する日本人研究者とスーダン側研究者とが交流する場と

して、研修と論文セミナーを開催している。毎回参加者が限られているという問題はあるもの

の、参加者間の相互理解促進に有効に機能し始めている。また、計画提案システムの試行を含

むさまざまな機会を通して、個々の参加者のプロジェクトにかかわる意識や意欲が次第に明確

になり、2011 年度第 1 回 JCC におけるスーダン側参加者の Member と Advisor の区分へとつな

がった。 

JCC はプロジェクト活動のモニタリングを実施しており、加えて、プロジェクト計画内容の

変更等、運営に係る重要事項についても意思決定を行っている。JCC は活発に機能している。 
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第４章 評価結果 
 

評価設問ごとの調査結果については、調査結果表にまとめたので参照されたい（付属資料５）。 

 

４－１ ５項目ごとの評価 

４－１－１ 妥当性 

（１）受益者のニーズ及びスーダンの政策との整合性 

ストライガ被害はスーダン全土のソルガム・ミレット栽培で実害を及ぼしており、農民

からもストライガ対策の強化を求める声が聞かれており、本案件は農民のニーズと照らし

合わせて妥当性が高いといえる。また、ターゲットグループは SUST のストライガ研究者で

あることから、ニーズは本プロジェクトの目標と合致している。 

本プロジェクトのスーダン側実施機関の SUST を所管する高等教育・科学研究省（Ministry 

of Higher Education and Scientific Research：MHESR）及び農業分野を所管する GSMAI は、

いずれもストライガ問題を、農業生産を阻害する深刻な課題と認識し、本プロジェクトの

成果に強い期待を抱いている。それゆえ、本案件はスーダンの関係省庁の政策ニーズと照

らして妥当性が高いといえる。特にスーダン国農業・灌漑省（Ministry of Agriculture and 

Irrigation：MAI）の開発政策における最重要課題は食料の安全保障であり、スーダン人の主

食であるソルガムに被害を及ぼすストライガの防除は、喫緊の課題と位置づけられる。 

 

（２）日本の開発援助政策との整合性 

2011 年に策定されたわが国の対スーダン共和国事業展開計画において、援助重点分野の

ひとつである食料生産基盤整備における対応方針で、MAI の政策策定・実施能力の向上、

コメ等の農業生産性の向上、などを通して食料安全保障に貢献することを掲げており、本

プロジェクトの整合性は高いといえる。 

 

（３）日本の技術の優位性 

本プロジェクトの植物科学グループ成果１は、天然物化学、有機合成化学、植物生理学、

作物生理学を専門とする研究者から構成されている。このグループの最たる強みは、卓越

した発芽刺激物質解析研究、高い水準にある宿主植物との相互作用研究、豊富な遺伝資源

と人脈が、10 人程度の研究者から成る小さなグループに集約されていることにある。 

 

４－１－２ 有効性 

プロジェクト目標に係る指標の一部はまだ達成されていないが、プロジェクト終了時までに

は達成されると考えられる（詳細については前章に示した）。 

成果１は「革新的なストライガ防除技術」に係る成果であり、一方、成果２は「農民のスト

ライガ管理のための取り組み」に係る活動に焦点を当てている。成果１及び成果２の双方が達

成されることにより、SUST の能力が強化されストライガ対策に係る RDE（研究・開発・普及）

が適切に実施されることになる。それゆえ成果からプロジェクト目標に係る PDM の論理性は適

切であったと考えられる。 

成果からプロジェクト目標に至るまでの外部条件は現時点においても適切といえ、外部条件
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が満たされる可能性は高い。しかしながら、最近、プロジェクト・メンバーのひとりがサウジ・

アラビアへ流出した。スーダンにおける経済状態が悪化していることから、この種の頭脳流出

はこれから先再び起こる可能性があり、研究やプロジェクト活動に影響を及ぼすと予想される。 

 

４－１－３ 効率性 

当初の予定よりも現地プロジェクト活動の開始が遅れたために、活動 1-3（課題３）の指標 1-3-2

及び活動 1-6（課題６）の指標 1-6-1 及び 1-6-2 について、活動開始時期の遅れが生じたが、そ

の他の活動についてはおおむね予定どおりに活動が実施されている。PDM に記載された活動は

すべて実施され、成果１及び２はプロジェクト終了までに達成される見込みである。 

日本での研修を通して、分子生物学的手法の基礎をスーダン側研究者に伝授した。光合成蒸

散測定装置、ポロメーター、葉面積計等が導入されたことにより、ストライガに寄生された宿

主植物及びストライガの生理生態応答にも関心が集まり始めている。また、無菌操作技術が日

本から移転され、スーダンでストライガのカルスや独立個体の作成が可能になり、これらを利

用した実験も始まっている。さらに、SUST の実験室が整備され、インキュベーターや技術導入

したライゾトロン法が定着し、宿主植物とストライガの相互作用に関する研究アプローチが一

変した。この実験を生かしてスーダン側研究者のアイデアに基づいた実験が行われ始めており、

国際共同研究の名にふさわしい課題が生まれつつある。 

一方、以下のような危惧される状況も若干ながら SUST において散見される。 

① 一部の供与機材が有効に活用されていない（使用状況については付属資料１の Annex 4-1

（List of Equipment）を参照のこと）。 

② 現在、プロジェクト・メンバーは 4 名のみであり、その 4 名でプロジェクト 8 課題のう

ち 5 課題を担当している。 

③ ストライガ研究室運営費の大部分をプロジェクトが負担している。 

④ 日本人専門家の滞在期間が短く（多くの場合 1 週間程度）、スーダン人研究者はより長期

（少なくとも 2 週間）の滞在を希望している。 

 

４－１－４ インパクト 

（１）上位目標達成の見込み 

上位目標：新たなストライガ対策の普及が進展する。 

上位目標及びプロジェクト目標の達成に向けて、基盤となる実験室の改修、本邦・現

地調達機材の設置等、ハード面での環境整備はほぼ終了した。現在は、機材を積極的に

利用する研究マインドの向上、知見の共有や研究者の育成等ソフト面の充実を図るため

のコミュニケーションと情報共有の円滑化の段階に移っている。 

ガダーレフ州の農民、GSMAI 及び ARC 支所との連携による、農民学校と展示圃場の

運営・管理体制も構築できた。関係構築及び情報収集という段階から前進して、農民学

校と展示圃場への農民の参加を促す段階に移る。 

 

指標：ストライガ対策として開発された革新的な技術について、実用化に向けた具体的

な提案や行動計画が SUST からスーダン国政府や農村に対して提示される。 

ストライガ対策に係る革新的な技術の開発やその実用化は時間のかかるプロセスであ
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り、プロジェクトの開始からはまだ十分な時間が経過していないため、上位目標の達成

見込みについて現時点で議論するには時期尚早であると判断される。 

 

（２）他の技術的なインパクト 

20 年来の謎であった、Striga gesnerioides の種子の発芽を誘導する物質 alectrol（ササゲが

産生）の構造を有機合成・生物活性試験・分析化学を用いて証明し、それらの真の構造を

明らかにした。同種子は発芽刺激物質に対して極めて厳格な立体構造要求性を有すること

を明らかにした。さらに、要求性を満足しない物質によって発芽が阻害されるという、ス

トライガの発芽阻害に関する世界初の知見を得た。この知見は発芽阻害剤による新たな防

除法の開発につながることが期待されることから、特許を申請し、更なる知見を整備して

いる。またこれ以外にも、ストライゴラクトンの生合成や代謝に関するいくつかのインパ

クトの大きな研究が進められており、本プロジェクト開始 2 年で、根寄生植物の発芽刺激

物質に関しては、国際的に高い水準の実力を備えるに至った。 

加えて、プロジェクト活動を通じて SUST の大学院生の一部が技術を向上させ、研究者と

して成長しており、研究論文の発表や学位の取得といった形で実を結んでいる。 

 

（３）今後期待されるインパクト 

まだプロジェクト活動を通じたインパクトについて述べるには時期尚早であるが、以下

のような正のインパクトが期待される。 

① SUST の大学院生の技術や知識の向上が成され、それが結果としてストライガ研究者

の増加につながる。 

② 日本側から SUST へ移転された技術がスーダン国内のストライガ研究者グループで

共有される。 

③ FFS を通じて農家へ普及したストライガ対策が、村内において共有されるだけでなく、

他の村へも普及する。 

 

４－１－５ 持続性 

（１）政策面 

先にも述べたとおり、MFNE はプロジェクト予算としてローカル・コンポーネントを承

認しており、経済危機にもかかわらずこれまでに 1,000,000 SDG 以上の予算が拠出されてい

る。またストライガ研究室は近く、MHESR により COE（中核的研究拠点）として承認され

る見込みである。食の安全保障がスーダンの重要政策のひとつであり、毎年ストライガに

よる多大な被害を受けていることから、ストライガ対策に係る研究は、スーダンの政策に

より十分に保証されていると考えられる。 

 

（２）組織面 

プロジェクトには当初多くの研究者が関与していたが、スーダン側参加研究者間の意欲

のばらつきが大きかったことがプロジェクトの課題であった。このため、意欲の高い研究

者が更に前向きにプロジェクトに取り組めるよう、JCC の機会に彼らを Project Member と

し、他の研究者を Project Adviser と位置づけて区分けした。これにより少しずつではあるが、
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プロジェクト開始当初の問題が解消されつつある。今後は Project Member を軸にして国際

共同研究を発展させていくことになる。 

ガダーレフでは、プロジェクトの実践現場に位置づけられる FFS と展示圃場を運営・管

理するうえで、現地の管理体制の整備に注力している。まず、管理を行う Local Committee

を組織し、委員には GSMAI から 2 名、ARC 支所から 2 名を選任した。その傘下に、FFS

の運営を行うファシリテーターとして GSMAI 普及局と植物防除局から 6 名を選任。さらに、

既存の農法と新技術パッケージを数値化して比較するための栽培学的データの収集担当者

として ARC 支所から 4 名を選任した。FFS 及び展示圃場の活動が開始されるまでの間、普

及員への研修の実施、データ収集トレーニング等を行いファシリテーターとデータ収集担

当者の能力開発を行った。こうした努力が実を結び、FFS、展示圃場ともに機能させること

ができた。 

 

（３）財政面 

SUST は MFNE からプロジェクト活動予算としてローカル・コンポーネントを獲得してい

る。またプロジェクトによって整備された研究環境を維持するために、MHESR にストライ

ガ研究室を COE に承認するよう働きかけを続けており、そのプロセスは既に最終ステージ

に到達している。加えて、神戸大学と共同でアフリカ開発銀行に対し、ストライガ防除研

究の重要性と喫緊性を訴える形で支援要請を上げている。 

しかしながら、物価高騰や省庁の再編など外部要因としての不安材料は残る。 

 

（４）技術面 

SUST においては実験室が整備され、インキュベーターや技術導入したライゾトロン法が

定着し、宿主植物とストライガの相互作用に関する研究アプローチが一変した。この実験

を生かしてスーダン側研究者のアイデアに基づいた実験が行われ始めており、国際共同研

究の名にふさわしい課題が生まれつつある。しかしながら現段階においては科学論文や学

会発表など、スーダン側の研究発表者はまだ限られている。それゆえ特にプロジェクト目

標に係る指標 3）について成果を上げるため、研究の実績をモニタリングするなどのメカニ

ズムを導入することにより、SUST 研究者の実績を伸ばす必要がある。 

本プロジェクトで導入した中にも、十分に活用されていない機材がある。日本人研究者

が現地で共同実験をしながら有用性を伝え、活用するモチベーションを高めていく必要が

ある。また、機材の活用と並んで喫緊の課題は、故障への対応である。研究が活性化し機

材の利用頻度が高まるにつれて、故障の問題にどう対応して研究活動を維持していくのか、

特にプロジェクト終了後を見据えて早急に方針を決める必要がある。 

 

４－２ 結 論 

調査団の結論は以下のとおりである。 

    

（１）プロジェクトは既に研究論文や学会での発表など多くの顕著な成果を上げているが、しか

しながらその多くは一部の研究者による業績であり、SUST 内における研究の成果はまだ国際

的に発表されていない。これは、C/P の能力が、ある一定レベルの研究を推進するためにはま
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だ不十分であることに起因すると考えられる。 

 

（２）ガダーレフでは FFS の運営システムが確立され、2011 年から実施されている。この FFS は

プロジェクトのストライガ対策に係る成果を農民へ裨益するひとつの手段として機能するこ

とが期待される。 

 

（３）プロジェクトで供与された機材の一部が有効に活用されておらず、またメンテナンスが必

要な機材もみられた。 

 

（４）プロジェクトの実施に際して PDM が英文で作成されなかったため、活動の進捗状況をモニ

タリングするための指標がプロジェクト関係者間で認識されていなかった。 
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第５章 提 言 
 

（１）マスター・プランの改訂 

2009 年 11 月 10 日に署名されたミニッツ（付属資料１）に掲げられているプロジェクト活

動の修正が、2011 年 12 月に開催された JCC 会議において議論され承認された。今回の中間レ

ビュー調査においては、その改訂されたプロジェクトの要約と指標を含む PDMe（評価用

PDM）が使用された。それゆえ本調査団は、プロジェクトがその PDMe を活動及びその進捗

状況のモニタリングに活用できるよう、次回の JCC 会議において PDM 第２版として承認する

ことを提案する。マスター・プラン（PDM 第１版）において改訂された箇所については付属

資料７にまとめた。 

 

（２）研究用機材の活用及び維持管理 

多くの機材が JICA より供与されており、スーダン人研究者はその正しい使用法、メンテナ

ンス及び管理についてトレーニングを受けている。しかしながら一部の機材については、お

そらくその操作手順の複雑さや機械の精密性から有効に活用されていない。それゆえその活

用を促進するために、プロジェクトが C/P に対して更なるトレーニングの機会を準備するこ

とを勧める。 

機材の維持管理については、スーダン側、特に SUST がプロジェクト終了後を見据え、機材

用の予算を確保するとともに、研究活動を継続できるよう機材のメンテナンスや保守整備の

ためのメカニズムを確立するよう助言する。 

 

（３）成果１に係る能力の育成 

プロジェクトの進捗は明確に認められる。しかしながら、プロジェクト目標に向けた持続

的な進展を確実にするため、スーダン人研究者が研究結果を科学論文など形のある成果へと

結び付けられるよう、プロジェクトがより奨励する必要がある。また、日本人短期専門家が

国内業務で多忙な現状を理解するが、派遣前後に電子通信ツールなどを利用して研究活動に

係る指導やフォローアップを強化することにより、スーダン側研究者の更なる能力改善に尽

力されることを期待する。 

 

（４）成果２に係る活動の円滑な実施の推進 

2011 年４月に FFS のためのローカル・コミッティーがガダーレフにおいて組織され、作成

されたカリキュラム（2011 年の報告書に内容が記載されている）に基づいて FFS 活動が実施

されている。したがって、この先プロジェクトに期待されるのは、活動をモニタリングし、

進捗を関係者間で共有することである。そのためのモニタリング・メカニズムが、その円滑

な実施や予算の確保を容易にすると考えられる。課題７に係る活動を牽引するために新しく

プロジェクトに加わる予定の日本人専門家が、課題８の FFS に係る活動についても支援する

ことを期待したい。 

 



付 属 資 料 

 

１．ミニッツ 

 

２．主要面談者 

 

３．PDMe 

 

４．評価グリッド 

 

５．評価グリッド調査結果 

 

６．FFSサイト 

 

７．PDM改訂表 
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